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の 3 科目で、2015 年度秋学期開講の「社会・
地理歴史科演習１」は 38 名（文学部 32 名うち
史学科 24 名、経済学部 1 名、法学部 5 名）、「社
会・地理歴史科教育法２」は 32 名（文学部 28



















































































平均審理期間 3.0 か月（受理から第 1 回公判ま
でが 1.6 月、第１回公判から終局までが 1.4 月）、





事訴訟法第 336 条）、令状主義（第 33 条・35
条）、弁護人依頼権（第 37 条第 3 項）、黙秘権

























2016 年 1 月 13 日 13 時に東京地方裁判所に
35 名の学生が集合し、13:30 から刑事裁判を






































































2016 年 1 月 13 日 14 時 30 分東京地裁から法
務省旧本館へ移動した。法務省旧本館は、1994
年に国の重要文化財に指定された赤れんがの建
物で、1895 年に完成、戦災で 1945 年に焼失、
その後改修され 1950 年から本館として利用さ
れていたが、1995 年 6 月から一部を展示室と















































































刑法事務科（明治元年 1 月）→法務事務局（同 2 月）→刑法官（同閏 4 月）→
刑部省（明治 2 年 7 月）・弾正台（同 5 月）→司法省（同 4 年 7 月）
①職員録 明治 3 年 5 月現在の幹部氏名が記載された名簿。日本古来の人名表記を用い、
氏と姓などが冠されている。
②性法講義筆記ノート ボアソナードによる自然法講義の筆記ノート。明治 7 年司法省明法寮学生関
口豊によりフランス語で筆記された。
③司法省蔵版「性法講義」 明治 10 年 6 月に筆記ノートを井上操が印刷本として刊行。
④民法仮法則 明治 6 年 3 月の確定草案、全 9 巻 88 条
⑤司法省日誌 明治 6 年 1 月～ 9 年 5 月刊行。政府や司法省の法令、官員異動、その他、統計、
民事・刑事についての主要な「伺」、「指令」などが登載された日誌。
（2）明治初期の刑法：明治新政府の刑法典として「仮刑律」「新律綱領」「改定律例」の 3 つ。




②新律綱領 明治 3 年 12 月公布。最初の全国統一の刑法典、暫定的で不完全なため改定さ
れる。192 条。笞杖徒流死の 5 つの刑罰を採用。




①日本刑法草案 ボアソナード主導で編さん。フランス刑法に準拠。明治 10 年 11 月司法省確
定草案完成し太政官に上程。4 編 478 条。
②刑法審査修正案 刑法草案審査局から上進の修正案、明治 12 年 6 月完成
③元老院会議筆記 明治 13 年 3 月、刑法草案の立法趣旨等の説明部分の一部。
④旧刑法法律分類大全 明治 13 年 7 月 17 日公布、15 年 1 月 1 日施行。4 編 21 章 430 条。罪刑法定主義（第
2 条）、刑罰不遡及（第 3 条）を規定。
（4）法典編さんとお雇い外国人
①ボアソナード関係書簡 明治 9 年 4 月勲二等旭日重光章、功労金下賜授与状
②ボアソナード起草
　治罪法草案直訳
明治 11 年末完成、全 650 条
③外国人雇使条約類 お雇い外国人の雇用契約書を集めたつづり。破格の待遇。
④ロエスレル氏起稿
商法草案完・第 1 ～ 11 冊
ヘルマン・ロエスレルはドイツ人で明治 11 年来日。明治 14 年 4 月より商法
草案を起稿。17 年 1 月完成し 23 年 4 月公布されるが施行されず。1064 条。
商法草案と逐条理由書
（5）明治期の事件から
①雲井龍雄　筆一件 米沢藩士雲井龍雄を首魁とする維新政府転覆未遂事件。明治 3 年初頭の新政
府転覆計画、3 年 12 月雲井は処刑。27 歳。






明治 6 年 6 月 19 日から 23 日まで、流言に基づく人々の誤解に端を発し、徴








明治 16 ～ 17 年、自由党員大島渚らが政府転覆計画のために強盗事件を繰り








号（2004 年 4 月）～第 15 号（2008 年 3 月）
同「歴史の壺」第 16 号（2009 年 1 月）～第
31 号（2013 年 3 月）
同「法史の玉手箱」第 32 号（2013 年）～第
42 号（2016 年）
霞　信彦ほか「日本法制史講義ノート（第 2
版）」（2012 年 10 月 15 日慶應義塾大学出版会）
霞　信彦「矩を踰えて～明治法制史断章～」
（2007 年 11 月 10 日慶應義塾大学出版会）
⑥大阪府松島争闘一件書類 明治 17 年、大阪府西区松島周辺で警察官と兵卒のいさかいが繰り返され、軍
警間の衝突が起こった。
⑦板垣退助負傷一件書類 明治 15 年 4 月自由党総理板垣退助が岐阜県下で愛知県士族に襲われ負傷した。




①徳川禁令考 江戸時代幕府法の収集資料集。明治 10 年編さん







⑤大日本裁判区絵図 明治 16 年司法省作成。土地に関する裁判権の範囲を示した地図。管轄区域が
一見できる。
⑥医家断訟学 法医学署の翻譯。明治 13 年刊行。
⑦萬国公法 国際公法。明治 15 年刊行。
⑧地所登記簿
土地登記簿
明治 19 年制定の登記法下での登記制度、不動産の権利関係が記載。明治 32
年の不動産登記法下での登記制度。
①司法職務定制 明治 5 年 8 月、司法卿江藤新平主導で制定。司法制度改革の拠り所となった。
フランス人プスケの建言。












































平成 13 年度調査（平成 15 年 7 月）、同平
成 15 年度調査（平成 17 年 4 月）、高等学







年生で 21.5%、19.2%（平成 13 年度と 15
年度以下同じ）、2 年生で 19.0%、17.7%、
3 年生で 19.1%、15.1% であった。また、「博
物館や郷土資料館など地域にある施設を
活用した授業を行っているか」では中学 1
年生で 6.2%、7.4%、2 年生で 5.5%、6.4%
であった。一方、高等学校では「調査・見
学を取り入れた授業」は、「日本史Ｂ」で

















第 27 号 p37 ～ 43　2015 年 10 月 31 日）
（4）立教大学学校・社会教育講座教職課程
「教職研究」第 28 号（2016 年 4 月 18 日）
p159 ～ 163 によると、2015 年度の教職課







成 20 年 9 月）
（6）文部科学省「高等学校学習指導要領解説
地理歴史編」p59、p77（教育出版　平成




















決は 53120 人、そのうち懲役 89.5%、禁




本稿は、2016 年 9 月 4 日立教大学で開催
された「法と教育学会第 7 回学術大会」で
発表した原稿に加筆・修正したものであ
る。
